
令 和 ２ 年 度 相 模 原 市

簡 易 水 道 事 業 会 計 予 算





議案第１１号

　(総則)

第１条　令和２年度相模原市簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　(業務の予定量)

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１　給水戸数　 984 戸

　２　年間総給水量　 382,832 ㎥

　３　一日平均給水量　 1,048 ㎥

　４　主要な建設改良事業

　（１）　施設更新・改良事業 136,840 千円

　(収益的収入及び支出)

　第１款　簡易水道事業収益 319,699 千円

　　第１項　営業収益 23,087 千円

　　第２項　営業外収益 296,152 千円

　　第３項　特別利益 460 千円

　第１款　簡易水道事業費用 387,114 千円

　　第１項　営業費用 367,683 千円

　　第２項　営業外費用 11,783 千円

　　第３項　特別損失 7,648 千円

　　　令和２年度相模原市簡易水道事業会計予算

収　　　　　入

支　　　　　出

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用の一部の財
　源に充てるため基金27,972千円を取り崩す。
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　(資本的収入及び支出)

　第１款　簡易水道資本的収入 136,760 千円

　　第１項　企業債 136,700 千円

　　第２項　負担金 60 千円

　第１款　簡易水道資本的支出 159,597 千円

　　第１項　建設改良費 136,840 千円

　　第２項　企業債償還金 22,757 千円

　(特例的収入及び支出)

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支

　出額に対し不足する額22,837千円は、引継金等で補てんするものとする。)。

収　　　　　入

支　　　　　出

第４条の２　地方公営企業法施行令(昭和２７年政令第４０３号)第４条第４項の規定によ

　り、令和２年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それ

　ぞれ4,538千円及び351,024千円である。
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　(企業債)

起債の方法 利　率

　(一時借入金)

第６条　一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　(予定支出の各項の経費の金額の流用)

　(１)　営業費用及び営業外費用の間の流用

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

　(１)　職員給与費 95,383 千円

　(他会計からの補助金)

　　令和２年２月１３日提出

相模原市長　本　村　賢　太　郎　　　

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

償　還　の　方　法

借入先
・財務省
・その他

借入方法
・普通貸借
・証券発行

借入時期
・令和2年度とす
る。
　ただし、事業
の進捗等により
翌年度以降に繰
越して借り入れ
ることができ
る。

 年5.0％以内

　ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
公的資金につ
いて、利率の
見直しを行っ
た後において
は、当該見直
し後の利率と
する。

千円

起債の目的

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又

　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

第９条　簡易水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、159,027千

　円である。

合　計

　公的資金については、その
融資条件により、銀行その他
の場合には、その債権者と協
定するところによる。
　ただし、企業財政の都合に
より繰上償還又は償還期限の
短縮若しくは未償還額を借換
えすることができる。

簡易水道
建設費充当

136,700

136,700

限 度 額
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簡 易 水 道 事 業 会 計

予 算 に 関 す る 説 明 書





予　定　額 備　　　　考

千円

1
簡 易 水 道
事 業 収 益

319,699

1 営 業 収 益 23,087

1 給 水 収 益 23,067 水道料金

99
そ の 他
営 業 収 益

20
給水装置工事検査手数料
等

2 営 業 外 収 益 296,152

2
水 道 利 用
加 入 金

424
新規水道利用等に伴う加
入金

21 他会計補助金 159,027 一般会計補助金

51
長 期 前 受 金
戻 入

122,676
減価償却に伴う長期前受
金の収益化

99 雑 収 益 14,025
令和２年度分消費税還付
金等

3 特 別 利 益 460

99
そ の 他
特 別 利 益

460
令和元年度分消費税還付
金

令和２年度相模原市簡易水道事業会計予算実施計画
収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　入

款 項 目

簡易水道事業会計
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予　定　額 備　　　　考

千円

1
簡 易 水 道
事 業 費 用

387,114

1 営 業 費 用 367,683

1
原 水 及 び
浄 水 費

59,529
原水の取入れ等に係る設
備の維持管理経費

6
配 水 及 び
給 水 費

13,167
配水池、給水装置等に係る
設備の維持管理経費

36 業 務 費 5,358
水道料金の徴収等に要す
る経費

41 総 係 費 116,149
事業活動全般に関連する
経費

46 減 価 償 却 費 173,480 固定資産の減価償却費

2 営 業 外 費 用 11,783

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

11,783 企業債の利息

3 特 別 損 失 7,648

31
過 年 度
損 益 修 正 損

26 水道料金過誤納還付金

99
そ の 他
特 別 損 失

7,622
公営企業会計移行初年度にお
ける引当金繰入額相当分

支　　　出

款 項 目
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予　定　額 備　　　　考

千円

1
簡 易 水 道
資本的収入

136,760

1 企 業 債 136,700

1 建 設 企 業 債 136,700
簡易水道整備等に充当す
る企業債

2 負 担 金 60

1 負 担 金 60
簡易水道建設工事費負担
金

予　定　額 備　　　　考

千円

1
簡 易 水 道
資本的支出

159,597

1 建 設 改 良 費 136,840

1 建 設 改 良 費 136,840
簡易水道整備に要する経
費

2 企業債償還金 22,757

1 企業債償還金 22,757
企業債の元金償還に要す
る経費

款 項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　入

款 項 目

支　　　出

簡易水道事業会計
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（単位　円）
１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益

　　　減価償却費

　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　法定福利費引当金の増加額

　　　長期前受金戻入額

　　　支払利息

　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　小　計

　　　利子の支払額

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

　　　基金からの繰入れによる収入 27,972,000

　　　負担金等による収入 54,000

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

1,485,000

△ 76,374,000

△ 382,241,579

△ 104,400,000

△ 47,716,762

△ 370,458,579

△ 11,783,000

△ 318,830,817

△ 122,676,000

11,783,000

令和２年度相模原市簡易水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書

△ 74,849,000

173,480,000

729,000

6,137,000
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（単位　円）
３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　資金増加額（△は減少額）

　資金期首残高

　資金期末残高

348,973,000

4,300,421

113,943,000

△ 344,672,579

136,700,000

△ 22,757,000

簡易水道事業会計
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１　総　　括

特　別　職 一　般　職 報　　酬 給　　料 職員手当

(人) (人) (千円) (千円) (千円)

(7)

8

(－)

－

(7)

8

（　）内は、短時間勤務職員数（外数）である。

扶養手当 地域手当
初 任 給
調整手当

通勤手当
単身赴任
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 1,180 5,200 0 1,460 0

前年度 － － － － －

比　較 1,180 5,200 0 1,460 0

特殊勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

住居手当 退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 20 200 0 1,630 0

前年度 － － － － －

比　較 20 200 0 1,630 0

2,190 43,140 32,909

給　　　　与　　　　費　　　

区　　　　分

職　　員　　数 　　　　　　　　給 　与　　　　　

前　年　度 － － － －

職 員 手 当
の 内 訳

区  分

本　年　度 －

43,140 32,909

職 員 手 当
の 内 訳

区  分

比　　　較 － 2,190
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計

(千円) （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当
管理職
手　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

10,889 7,520 730 4,080 0

－ － － － －

10,889 7,520 730 4,080 0

管理職員特
別勤務手当

災害派遣
手　　当

(千円) (千円)

0 0

－ －

0 0

78,239

　　　明　　　　細　　　　書

　費
共　済　費 合　　計

備　　　　　考

－

17,144 95,383

－ －

95,38378,239 17,144

簡易水道事業会計
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

特　別　職 一　般　職 報　　酬 給　　料 職員手当

(人) (人) (千円) (千円) (千円)

(3)

8

(－)

－

(3)

8

（　）内は、短時間勤務職員数（外数）である。

扶養手当 地域手当
初 任 給
調整手当

通勤手当
単身赴任
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 1,180 5,200 0 1,460 0

前年度 － － － － －

比　較 1,180 5,200 0 1,460 0

特殊勤務
手　　当

休日勤務
手　　当

夜間勤務
手　　当

住居手当 退職手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 20 200 0 1,630 0

前年度 － － － － －

比　較 20 200 0 1,630 0

　イ　会計年度任用職員

報　　酬 給　　料 職員手当

(人) (千円) (千円) (千円)

職員数は、全て短時間勤務職員数である。

職員手当は、期末手当である。

区　　　　分

職　　員　　数 　　　　　　　　給 　与　　　　　

本　年　度 － － 43,140 32,740

前　年　度 － － － －

比　　　較 － － 43,140 32,740

職 員 手 当
の 内 訳

区  分

職 員 手 当
の 内 訳

区  分

区　　　　分
職　　員　　数

　　　　　　　　給 　与　　　　　

本　年　度 4 2,190 － 169

前　年　度 － － － －

比　　　較 4 2,190 － 169
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計

(千円) （千円） （千円）

期末手当 勤勉手当
管理職
手　当

時 間 外
勤務手当

宿日直
手　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

10,720 7,520 730 4,080 0

－ － － － －

10,720 7,520 730 4,080 0

管理職員特
別勤務手当

災害派遣
手　　当

(千円) (千円)

0 0

－ －

0 0

計

(千円) （千円） （千円）

　費
共　済　費 合　　計

備　　　　　考

75,880 17,120 93,000

－ － －

75,880 17,120 93,000

　費
共　済　費 合　　計

備　　　　　考

2,359 24 2,383

2,359 24

－

2,383

－ －

簡易水道事業会計
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２　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増　減　額

(千円)

給　　　　　料 43,140 簡易水道事業会計新設に伴うもの 43,140

職　員　手　当 32,740 簡易水道事業会計新設に伴うもの 32,740

会計年度任用職員を除く。

増　減　事　由　別　内　訳

(千円)
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備　　　　　考説　　　　　明

簡易水道事業会計
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初任給

円 円

円

昇給

３ 給料及び職員手当の状況

ア

国の制度

区 分 行政職給料表（1）

一般行政職

高 校 卒 151,500 一般職 150,600

総合職
一般職

186,700
182,200

円
円

大 学 卒 185,100

イ

区　　　分 行 政 職 給 料 表 （1）

本
　
　
年
　
　
度

職　   員  　 数 （A) 8 人

昇給に係る職員数 （B) 8 人

号 給 数 別 内 訳

2号給 0 人

4号給 6 人

6号給 2 人

8号給 0 人

他号給 0 人

比　　率　（B）／（A） 100.0 ％
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期末手当及び勤勉手当

（　）内は、再任用職員の支給率である。

会計年度任用職員を除く。

地域手当

 神奈川県内における国の支給率

横浜市、川崎市、厚木市

鎌倉市、逗子市

相模原市、藤沢市、海老名市、座間市

横須賀市、平塚市、小田原市、

茅ヶ崎市、大和市、伊勢原市

　三浦市、秦野市、綾瀬市

葉山町、大磯町、二宮町

ウ

区　分

支給期別支給率（月分）
支給率計
（月分）

職制上の段階、
職務の級等によ
る加算措置６月 １２月

有
     (1.175)      (1.175)      (2.35)

      4.50      2.250       2.250
相模原市 本年度

有
     (1.175)      (1.175)      (2.35)

国 本年度
      2.250       2.250       4.50

エ

区　　　分 相 模 原 市 国

支 給 対 象 地 域 全 地 域 16％

15％

支 給 率 12％

12％

10％

6％

支給対象職員数 8人

簡易水道事業会計
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特殊勤務手当

その他の手当

国の扶養手当の金額は、行政職俸給表（一）８級以上を除く。

オ

区　　　　　分 行政職給料表（1）

給料総額に対する比率 0.1 ％

支給対象職員の比率
（令和２年１月１日現在）

100.0 ％

代表的な特殊勤務手当の名称 市税外諸収入事務従事手当

カ

区　　　　分 相 模 原 市 国

扶

養

手

当

配 偶 者

月額 月額

6,500 円 6,500 円

10,000
6,500

円 子
父母等

10,000
6,500

配 偶 者 以 外 の 扶 養 親 族 子
父母等

円
円

扶養親族のうちに満１５歳に
達する日後の最初の４月１日
か ら 満 ２ ２ 歳 に 達 す る 日
以 後 の 最 初 の ３ 月 ３ １ 日
ま で の 子 等 が い る 場 合

１人につき １人につき

5,000 円加算 5,000 円加算

通 勤 手 当 55,000 円を限度 55,000 円を限度

住 居 手 当 28,000 円を限度 28,000 円を限度
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（単位　円）

１　固定資産

(１)　有形固定資産

イ　土地 10,172,215

ロ　建物 211,812,725

　　減価償却累計額 △ 5,713,000 206,099,725

ハ　構築物 3,794,842,696

　　減価償却累計額 △ 103,402,000 3,691,440,696

二　機械及び装置 478,095,078

　　減価償却累計額 △ 64,365,000 413,730,078

　有形固定資産合計 4,321,442,714

(２)　投資その他資産

イ　基金 891

　投資その他資産合計 891

固定資産合計 4,321,443,605

２　流動資産

(１)　現金預金 4,300,421

(２)　未収金 52,254,839

   貸倒引当金 △ 729,000 51,525,839

流動資産合計 55,826,260

資　産　合　計 4,377,269,865

令和２年度相模原市簡易水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　産　の　部
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（単位　円）

３　固定負債

(１)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,568,174,618

ロ　その他企業債 26,400,000

　企業債合計 1,594,574,618

固定負債合計 1,594,574,618

４　流動負債

(１)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 27,014,159

ロ　その他企業債 2,175,000

　企業債合計 29,189,159

(２)　未払金 52,193,183

(３)　引当金

イ　賞与引当金 6,137,000

ロ　法定福利引当金 1,485,000

　引当金合計 7,622,000

流動負債合計 89,004,342

５　繰延収益

　長期前受金 2,773,227,853

　長期前受金収益化累計額 △ 122,676,000

　繰延収益合計 2,650,551,853

負　債　合　計 4,334,130,813

（単位　円）

６　資本金 117,988,052

７　剰余金

(１)　利益剰余金

イ　当年度未処理欠損金 74,849,000

　利益剰余金合計 △ 74,849,000

剰余金合計 △ 74,849,000

資　本　合　計 43,139,052

負　債　資　本　合　計 4,377,269,865

負　債　の　部

資　本　の　部
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）　固定資産の減価償却の方法

　　ア　有形固定資産

・減価償却の方法

　定額法

・主な耐用年数

　建物　　　　　　　　　　15～50年

　構築物　　　　　　　　　28～50年

　機械及び装置　　　　　　 6～20年

（２）　引当金の計上方法

　　ア　退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、

退職給付引当金は計上していない。

　　イ　賞与引当金

　職員の期末手当、勤勉手当及びそれに伴う法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

る。

　　ウ　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実施率等による回収不能見込

額を計上している

注　　　　記

額を計上している。

（３）　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式としている。

２　予定貸借対照表に関する注記

（１）　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債(当年度の末日の翌日から起算して１年以

　　　内に償還予定のものも含む。)のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

　　　1,623,764千円である。

（２）　建設仮勘定の整理方法

　　　　建設改良工事でその工期が１事業年度を越えるものは、建設仮勘定をもって整

　　　理する。
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３　リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）　リース取引の処理方法

　　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常

　　　の売買取引に係る方法に準じた会計処理をする。

　　　　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常

　　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理をする。

４　セグメント情報に関する注記

（１）　報告セグメントの概要

　　　　簡易水道事業会計は、青根簡易水道事業及び藤野簡易水道事業を運営して

　　　おり、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメン

　　　トとしている。

　　ア　各報告セグメントの事業内容

　　イ　各報告セグメントの財務情報

葛原簡易水道及び牧野中央簡易水道における生活用水
その他の浄水供給

青根簡易水道における生活用水その他の浄水供給青根簡易水道事業

セグメント区分

藤野簡易水道事業

事業の内容

（単位：千円）

青根簡易
水道事業

藤野簡易
水道事業

合計

（単位：千円）

青根簡易
水道事業

藤野簡易
水道事業

合計

営業収益 5,414 15,576 20,990

営業費用 162,228 196,734 358,962

営業損益 △ 156,814 △ 181,158 △ 337,972

経常損益 △ 33,234 △ 34,429 △ 67,663

セグメント資産 2,119,681 2,257,589 4,377,270

セグメント負債 2,091,239 2,242,892 4,334,131

その他の項目

他会計繰入金 19,269 139,758 159,027

減価償却費 104,673 68,807 173,480

特別利益 0 460 460

特別損失 1,561 6,085 7,646

固定資産の増加 51,091 73,309 124,400

簡易水道事業会計
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（単位　円）

１　固定資産

(１)　有形固定資産

イ　土地 10,172,215

ロ　建物 211,812,725

ハ　構築物 3,670,442,696

二　機械及び装置 478,095,078

　有形固定資産合計 4,370,522,714

(２)　投資その他資産

イ　基金 27,972,891

　投資その他資産合計 27,972,891

固定資産合計 4,398,495,605

２　流動資産

(１)　現金預金 348,973,000

(２)　未収金 4,538,077

流動資産合計 353,511,077

資　産　合　計 4,752,006,682

令和２年度相模原市簡易水道事業予定開始貸借対照表
（令和２年４月１日）

資　産　の　部
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（単位　円）

３　固定負債

(１)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,458,489,364

ロ　その他の企業債 28,575,000

　企業債合計 1,487,064,364

固定負債合計 1,487,064,364

４　流動負債

(１)　企業債

イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 21,631,413

ロ　その他企業債 1,125,000

　企業債合計 22,756,413

(２)　未払金 351,024,000

流動負債合計 373,780,413

５　繰延収益

(１)　長期前受金 2,773,173,853

　繰延収益合計 2,773,173,853

　負　債　合　計 4,634,018,630

（単位　円）

６　資本金 117,988,052

資　本　合　計 117,988,052

負　債　資　本　合　計 4,752,006,682

負　債　の　部

資　本　の　部

簡易水道事業会計
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１　予算事項別明細

収　益　的　収　入　

収　　

1
簡易水道
事業収益

319,699 － 319,699

1 営業収益 23,087 － 23,087

1 給水収益 23,067 － 23,067

99 その他営業収益 20 － 20

2 営業外収益 296,152 － 296,152

2 水道利用加入金 424 － 424

21 他会計補助金 159,027 － 159,027

51 長期前受金戻入 122,676 － 122,676

99 雑収益 14,025 － 14,025

3 特別利益 460 － 460

99 その他特別利益 460 － 460

319,699 － 319,699合    計

款 項 目 名　　　称
本年度
予定額

前年度
予定額

比　  較

－ 314 －



　及　び　支　出

　　入
(単位：千円)

01 水道料金 23,067 水道料金収入

01 手数料 20 給水装置工事検査手数料等

01 水道利用加入金 424 新設及び増径給水申込加入金

01 一般会計補助金 159,027 簡易水道事業に対する一般会計補助金

01
有形固定資産長期
前受金戻入

122,676 減価償却に伴う長期前受金の収益化

21 消費税還付金 14,020
令和２年度分消費税及び地方消費税還
付金

99 雑収益 5 消費税還付加算金

99 その他特別利益 460
令和元年度分消費税及び地方消費税還
付金

319,699合    計

節 予定額 説　　　明

簡易水道事業会計
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支

1 簡易水道事業費用 387,114 － 387,114

1 営業費用 367,683 － 367,683

1 原水及び浄水費 59,529 － 59,529

6 配水及び給水費 13,167 － 13,167

36 業務費 5,358 － 5,358

款 項 目 名　　　称
本年度
予定額

前年度
予定額

比　  較
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　　出
(単位：千円)

15 備消耗品費 1,083

21 光熱水費 16,660 電気料

31 修繕費 19,291 施設修繕料等

33 通信運搬費 866 電話料

35 手数料 44

37 委託料 20,697 施設等管理運営委託等

41 賃借料 816 土地賃借料等

55 保険料 72 水道施設損害賠償責任保険料等

15 備消耗品費 421

17 材料費 100

21 光熱水費 100 電気料

31 修繕費 951 施設修繕料

33 通信運搬費 130 電話料

37 委託料 11,465 施設等維持補修委託料等

31 修繕費 282 物品等修繕料

節 予定額 説　　　明

簡易水道事業会計
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款 項 目 名　　　称
本年度
予定額

前年度
予定額

比　  較

41 総係費 116,149 － 116,149
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(単位：千円)

節 予定額 説　　　明

35 手数料 838 水道料金取扱に係る手数料

37 委託料 1,700 施設等管理運営委託料

47 負担金 2,538 庁舎管理等負担金

01 給料 43,140

03 職員手当等 14,500

04 期末手当 7,259

05 勤勉手当 5,013

07 報酬 2,568 簡易水道事業審議会委員等報酬

09 法定福利費 15,659

13 旅費 407 普通旅費等

15 備消耗品費 430

27 燃料費 855

29 印刷製本費 258 財務事務等帳票印刷

33 通信運搬費 252 郵便料

35 手数料 22

37 委託料 16,960 事務作業等委託料

41 賃借料 89 会議室賃借料等

47 負担金 104 年会費等

53 食糧費 6

55 保険料 163

57 公課費 113

簡易水道事業会計
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款 項 目 名　　　称
本年度
予定額

前年度
予定額

比　  較

46 減価償却費 173,480 － 173,480

2 営業外費用 11,783 － 11,783

1
支払利息及び企業債
取扱諸費

11,783 － 11,783

3 特別損失 7,648 － 7,648

31 過年度損益修正損 26 － 26

99 その他特別損失 7,622 － 7,622

387,114 － 387,114合    計
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(単位：千円)

節 予定額 説　　　明

81
貸倒引当金繰入
額

729

83
賞与引当金繰入
額

7,622 賞与引当金、法定福利引当金

01
有形固定資産減
価償却費

173,480

01 企業債利息 11,781 企業債支払利息

21 一時借入金利息 2

01
過年度損益修正
損

26 水道料金過誤納還付金

99 その他特別損失 7,622
公営企業会計移行初年度における引当
金繰入額相当分

387,114合    計
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資　本　的　収　入　

収　　

1
簡易水道
資本的収入

136,760 － 136,760

1 企業債 136,700 － 136,700

1 建設企業債 136,700 － 136,700

2 負担金 60 － 60

1 負担金 60 － 60

136,760 － 136,760合    計

款 項 目 名　　　称
本年度
予定額

前年度
予定額

比　  較
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　及　び　支　出

　　入
(単位：千円)

01 建設企業債 136,700 簡易水道整備等に充当する企業債

11 負担金 60 簡易水道建設工事費負担金

136,760合    計

節 予定額 説　　　明

簡易水道事業会計
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支

1
簡易水道
資本的支出

159,597 － 159,597

1 建設改良費 136,840 － 136,840

1 建設改良費 136,840 － 136,840

2 企業債償還金 22,757 － 22,757

1 企業債償還金 22,757 － 22,757

159,597 － 159,597合    計

款 項 目 名　　　称
本年度
予定額

前年度
予定額

比　  較
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　　　出
(単位：千円)

37 委託料 30,000 施設等維持補修委託料

49 工事請負費 106,840 簡易水道施設整備費

01 企業債償還金 22,757 企業債償還金

159,597合    計

節 予定額 説　　　明

簡易水道事業会計
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